
財政状況等一覧表（平成１９年度）

（単位：百万円）

団体名　　今金町 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

777 2,373 176 3,326

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 5,500 5,473 27 27 0 6,090

一般会計等 5,500 5,473 27 27 6,090

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

国民健康保険特別会計事業勘定 1,052 1,047 5 5 96 - -

老人保健特別会計 893 893 0 0 68 - -

介護保険特別会計 592 591 1 1 94 - -

国民健康保険特別会計施設勘定 661 656 5 351 239 294 117 法適用

介護老人保健施設特別会計 338 338 0 141 27 454 59 法適用

簡易水道事業特別会計 152 143 9 9 33 487 250 法非適用

公共下水道事業特別会計 303 303 0 0 163 2,011 1,963 法非適用

公営企業会計等　計 507 3,246 2,389

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

北部檜山衛生センター組合 803 800 3 3 - 953 364

檜山広域行政組合 1,546 1,511 35 35 - 22 3

渡島・檜山地方税滞納整理機構 55 48 7 7 - - -

一部事務組合等　計 45 975 367

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

今金町土地開発公社 △ 428 47,855 5,000 0 0 0 0 16

㈱クアプラザピリカ △ 4 38 33 0 0 0 0 0

地方公社・第三セクター等　計 5,033 0 0 0 0 16

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．基金の状況
（単位：百万円） （単位：百万円）

充当可能基金名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

財 政 調 整 基 金 (a) 457 502 45 733 640 △ 93

減 債 基 金 (b) 461 362 △ 99 0 0 0

その他充当可能基金(c) 2,575 2,497 △ 78 99 107 8

充当可能基金 計(d) 3,493 3,361 △ 132 4,325 4,108 △ 217

　（注） １．｢充当可能基金｣とは｢将来負担比率｣の算定において、一般会計等が今後負担すべき地方債の償還などへ充てることができる基金の額をいう。

　　　　 ２．上記基金は地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額であり、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 0.60 0.80 0.20 △ 15.00 △ 20.00 45.50

連結実質赤字比率 16.10 △ 20.00 △ 40.00 79.70

実 質 公 債 費 比 率 16.3 16.8 0.5 25.0 35.0 8.10

将 来 負 担 比 率 37.9 350.0 0.40

財 政 力 指 数 0.21 0.21 -

経 常 収 支 比 率 81.0 82.5 1.5

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
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市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)

北海道 今金町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

6,322
568.14

5,500,085
5,473,155

26,930

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.21]

類似団体内順位
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今金町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [82.5%]
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [241,003円]
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[ 84/122 ]

全国市町村平均

116,898
北海道市町村平均

136,165

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

412,330

108,636

211,979
241,003

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.2]
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定員管理の適正度
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.8%]
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人口1人当たり地方債現在高 [963,236円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

今金町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
財政力指数　：　交付税制度改革の実施による影響が反映され、基準財政需要額全体の圧縮、税源移譲等
　　　　　　　　　による基準財政収入額の増に伴い、財政力指数のポイントは僅かな増減となっている。

経常収支比率　：　町税等の経常一般財源相当分の減少、公債費及び繰出金の増加により前年度より増と
　　　　　　　　　なっている。

人口１人当たり人件費･物件費等決算額　：　定員適正化計画に基づき人件費は年々化粧しているが、病院
　　　　　　　　　事業及び下水道事業への繰出金が増加傾向にある。

人口１人当たり地方債残高　：　類似団体平均とほぼ同額となっているが、大規模事業の実施により増加し
　　　　　　　　　ているが、今後において、新規町債の発行を抑制し、将来の公債費低減を図るよう努める。

実質公債比率　：　類似団体平均とほぼ同率となっているが、大規模事業の実施により前年度より増となっている状況
　　　　　　　　　　であるが、投資的経費の計画的実施により新規町債の発行額を抑制し、町債残高の減少に努める。

人口1,000人当たり職員数　：　今金町定員適正化計画（平成２２年４月１日職員数）に基づき、計画的な人件費の抑制
　　　　　　　　　　を図り、機構改革（平成１９年４月１日実施）により、住民サービスを低下させることなく努めている。

ラスパイレス指数　：　経常的経費の多くを占める人件費については、国の制度改革を見据え、新たな給与制度の構築
　　　　　　　　　　をし、手当等の支給基準を総合的に点検し、見直しを図る。


